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償を求めて訴える権利を与えたにすぎないか，という問題が生じた。18 世紀と 19 世紀
にコンディションとウォランティ……という現代的区別が成長したのは，この関連にお
いてである。」8 W. Holdsworth, A History of English Law, 77 (2nd ed. 1973).
｢もし君がこの腕時計を引渡してくれるなら，このお金は君のものだ」(id. at 74-75)
などの約束のように，相手方の履行を条件として，自らが履行すると合意する場合，そ
の条件は「先行コンディション (condition precedent : 停止条件)」と呼ばれることがあ
る。本稿ではこの種のコンディションを取り分けて扱わない。このコンディションをそ
の性質ごとに分類して解説したものとして，Jack Beaston et al., Ansonʼs Law of Con-
tract, 140-43 (29ed. 2010) ; Guenter Treitel, The Law of Contract, 62-66 (11th ed. 2003)
がある。アメリカ契約法における「条件 (condition)」については，樋口範雄『アメリ
カ契約法 ―― アメリカ法ベーシックス 1』(第 2版，2008 年) 249-59 頁，参照。
5
ティはコンディションほど重要でない付随的な条項である。1893 年の「物品売
買法 (Sale of Goods Act 1893)」も，これら 2つのタイプの条項について規定を設け
た (現在有効な法律は，1979 年の物品売買法である)。さらに 1961 年の控訴院 (Court
of Appeal) の判決，Hongkong Fir Shipping Co Ltd v Kawasaki Kisen Kaisha Ltd
2 )
(以下，Hongkong Fir 判決) では，これらのいずれにも分類されない「中間的な条




決であり，イギリス契約法の重要判例を解説した著書 Landmark Cases in the
Law of Contract においても 12 判決の 1つに選ばれている
4 )
。













2 ) [1962] 2 Q. B. 26, [1962]1 All E. R. 474.
3 ) Bunge Corp v Tradax Export SA [1981] 2 All E. R. 513, at 550 (Lord Roskill).
4 ) Donal Nolan, Hongkong Fir Shipping Co Ltd v Kawasaki Kisen Kaisha Ltd, in Charles
Mitchell & Paul Michell ed., Landmark Cases in the Law of Contract (2008).
5 ) 例えば，1978 年に出版された「英米法判例百選Ⅱ私法」(別冊ジュリスト) において
も紹介も引用もされていない。ただし，この判決およびコンディション，ウォランティ
などの要点を説明した最近の文献として，島田真琴『国際取引のためのイギリス法』第
































6 ) [1951] 2 K. B. 739, [1951] 2 All E. R. 212.
7 ) Id. at 215 (Evershed L. J)．
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この種のケースとして，1841 年の Glaholm v Hays
12)
がある。傭船契約によって，




て傭船者を訴えた。裁判所 (Court of Common Pleas) は，次のように述べて，期




WickmanMachine Tool Sales Ltd v L Schuler AG [1972] 1 W. L. R. 840, [1972] 2 All E.
R. 1173 がある。
10) この種のケースを解説したものとして，Treitel, supra note 1, at 790-91.
11) Bentsen v Taylor, Sons & Co [1893] 2 Q. B. 274, at 281 (Bowen L, J).




































13) Id. at 266 (Tindal, C. J).
14) [1863] 3 B. & S. 751.
15) Id. at 759 (Williams J.).
16) [1947] K. B. 554, [1947] 1 All E. R. 101.






に及んでいる (go to the root of the contract)」(Glaholm 判決)，「契約の実質的部分

















第 3 章 物品売買法のコンディションと契約違反によるフラストレーション




でない場合でも違反の継続によってフラストレーション (frustration : 契約目的の
挫折) が生じる場合，契約解除が認められると判示した判決が出された。次に，
17) Id. at 105 (Scott L. J).
18) Poussard v Speirs [1876] 1 Q. B. D. 410.




























そのようなケースの 1 つとして，1921 年の控訴院判決，Re Moore & Co Ltd




20) 第 2 章 2 で解説した Behn v Burness (注 14) は，そのようなケースの 1 つである。
「ウォランティ，すなわちコンディション」([1863] 3 B. & S. 751, at 755).
21) See Cehave NV v Bremer Handelsgesellschaft mbH, The Hansa Nord [1975] 3 All E.
R. 739, at 746 (Denning L. J).
22) [1921] 2 K. B. 519, [1921] All E. R. 466.



















同様のケースとして，1933 年の貴族院判決，Arcos Ltd v Ronaasen
25)
がある。
1929 年 11月，イギリスの買主がロシアの政府機関から材木板 (樽板) を購入す
る契約を結んだ。材木板の厚さは 1/2 インチに指定されていた。1930 年 10月，
買主は，引渡された材木板の約 85% について，厚さが 1/2 インチより大きい








かである (物品売買法第 13 条)。物品が商取引上の商品性を有しているという事実
23) See Treitel, supra note 1, at 793.
24) 裁判官名を明示しない場合，各裁判官の判決をまとめて紹介している。
































26) [1957] 2 QB 401, [1957] 2 All E. R. 70.



























27) Id. at 80. Devlin裁判官が「長年にわたる先例」として挙げたものの 1つに，Stanton




28) [1863] 3 B. & S. 826, 122 E. R. 309 (K. B.)．この判決，その背景的事情およびフラス
トレーションの法理などを詳細に解説したものとして，Catharine MacMillan, Taylor v
Caldwell (1863), in Michell & Michell, supra note 4, at 167-203.




よるにせよ契約の目的が挫折した (frustrated) ということを意味する。」Lord Devlin,
The Treatment of Breach of Contract, [1966] Cam. L. J. 192, 206.
30) MP Furmston,The Classification of Contractual Terms, 25Mod. L. Rev. 584, 585 (1962).
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第 4章 Hongkong Fir 判決と中間的条項
1．Hongkong Fir判決
31)













31) Hongkong Fir Shipping Co Ltd v Kawasaki Kisen Kaisha Ltd [1962] 2 Q. B. 26,
[1962] 1 All E. R. 474.




に満足して彼を採用した。See Nolan, supra note 4, at 280.














が前例のないほど高騰していた。しかし，予測よりもずっと早く 1957 年 3月に
運河が再開されたため，今度は運送料が暴落した。Hongkong Fir号が大阪に停
泊している間の平均的な海上運送料は，1957 年 6月半ばには，1トンあたり 24 シ
リング (Hongkong Fir号の約半分)，8月半ばには 13 シリング 6ペンス (Hongkong
Fir号の 3分の 1以下) まで下落した
35)
。










34) 被告の川崎汽船側の弁護士は，Ashton Roskill であった。彼は，Universal Cargo
Carriers 事件 (注 26) で船主側の弁護士をつとめ，後に控訴院裁判官として Cehave
NV (The Hansa Nord) 事件 (注 51)，貴族院の裁判官として Bunge Corp 事件 (注
65) の判決を書いた。

































36) [1962] 1 All E. R. 474, at 483 (Upjohn L, J).

































37) Id. at 485 (Diplock L. J).
































39) [1962] 1 All E. R. 474, at 487 (Diplock L. J).




































40) F.M. B. Reynolds,Warranty, Conditon, and Fundamental Term, 79 L. Q. Rev. 534, 540
(1963).
41) Devlin, supra note 29, at 203 : Diplock の基準は，「いわばフラストレーションによる解
消の法理のそばに滑り込んでいる (slip into space)。」
42) See Nolan, supra note 4, at 295.
43) ｢無名条項 (innominate term)」と呼ばれることもある。
44) Nolan, supra note 4, at 293.
45) Cehave NV v Bremer Handelsgesellschaft mbH, The Hansa Nord [1975] 3 All E. R.
739, at 766 (Ormrod L. J).
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ランティ違反による解除が利用できるとしても，そのような違反に対する通常の




























46) Treitel, supra note 1, at 797.
47) Devlin, supra note 29, at 195, n. 7 :「有毒物質が含まれる家畜飼料を引渡すことは，そ
れが使われれば致命的であることを意味する。したがって……違反と出来事を分けて考
える必要はなかった。」
48) Beaston, supra note 1, at 146.









なかった控訴院判決として，1975 年の Cehave NV v Bremer Handelsgesellschaft
mbH, The Hansa Nord
51)
がある。ドイツの売主がオランダの買主に C. I. F. ロッテ
ルダムの条件で 12,000トンのオレンジ果肉粒を売る契約を結んだ。果肉粒は数


























































52) Id. at 766 (Ormrod L. J).
53) Id. at 755 (Roskill L. J).
54) 第 2 章 2 参照。

















決，Reardon Smith Line Ltd v Hansen-Tangen
55)
を紹介する。
1972 年 8月 15日，日本の海運会社である三光汽船は，約 8万トンのタンカー
50隻を建造し，そのそれぞれを傭船に出す計画に着手した。三光汽船は，タン
カーが完成する前に，標準的な定期傭船契約書 (Shelltime 3) にもとづいて数多
くの傭船契約を締結した。それらの傭船契約の対象となる実際のタンカーは後に
指名されることになっていた。そのような契約の 1つに，三光汽船とノルウェー
法人 Hansen-Tangen社 (以下，HT社) との間でかわされた約 8万 8千トンの自
動車運搬用タンカーの傭船契約があった。この契約は，タンカーの船体，装備や
性能などについて非常に詳細な仕様細目を定めていたが，対象となる具体的なタ
ンカーは後日特定されることになっていた。1973 年 8月 10日，三光汽船は，傭
船契約の対象を「大阪造船所で建造される，命名されるまでは造船番号 354 とし
て知られている」タンカーであると HT社に通知し，この内容は傭船契約に追
加された。そのすぐ後，HT社は，イギリスの Reardon Smith Line社 (以下，RS
55) [1976] 3 All E. R. 570.
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56) Id. at 572 (Lord Wilberforce).
57) [1947] K. B. 554．第 2章 2 (注 16) 参照。
姫路法学 (第 55 号) ―― 25
















。①売主が物品を売る権利を有していること (第 12 条 (1))，②物品が性状
表示に合致していること (第 13 条 (1))，③物品が「満足のいく品質 (satisfactory
quality)」を有していること (第 14 条 (2))，④買主が売主に知らせた使用目的に合
理的に適合していること (第 14 条 (3))，⑤見本による売買において物品が見本と
合致していること (第 15 条 (2))，である。











58) [1976] 3 All E. R. 570, at 576 (Lord Wilberforce).
59) See Treitel, supra note 1, at 792-93.
60) この改正条項に関する以下の説明は，Treitel, supra note 1, at 801-802 を参考にした。
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所が決めることであるが，まだ不明である。第 3 章 1 で解説した Arcos Ltd v
61) See Report of Law Commssion, No. 160 (Sales and Supply of Goods), para 4. 4.
62) Id. para 4. 5.
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Ronaasen
63)
において争点となった材木板の厚さ，2 分の 1 インチと 16 分の 9 イン































」と評した。他方，Cehave NV (The Hansa Nord)
63) [1933] A. C. 470 (注 25).
64) Treitel, supra note 1, at 802.
65) [1981] 1 W. L. R. 711 (H. L.) 714, [1981] 2 All E. R. 513.
66) 樋口・前掲書注 1，255-58 頁で，このケースの事実関係と類似するアメリカのケース
が解説されている。通知義務違反による契約終了を認めなければ，買主側だけに投機
(市場の模様眺め) を許すことになるという問題が指摘されている。
67) [1981] 2 All E. R. 513, at 550 (Lord Roskill).

































第 6章 お わ り に




69) Cehave NV (The Hanza Nord) [1975] 3 All E. R. 739, at 755 (Roskill L. J) (注 53).
70) Bunge Corp, at 549 (Lord Roskill).
71) Id. at 545 (Lord Lowry).
72) Id. at 541 (Lord Wilberforce).
73) Treitel, supra note 4, at 797-98.
74) See Nolan, supra note 4, at 292-93.
75) Hongkong Fir Shipping Co [1962] 1 All E. R. 474, at 483 (Upjohn L, J) (注 31).



































77) Bunge Corp [1981] 2 All E. R. 513 (注 65).







国際物品売買国連条約 (United Nations Convention on Contracts for International Sale
of Goods : CISG) は，Diplock基準と非常に類似する規定を設けている。「根本的な
契約違反 (fundamental breach of the contract)」がある場合にのみ契約解除を認めて
おり (第 49 条，第 64 条)，第 25 条で根本的な契約違反を次のように定義している。
「当事者の一方によってなされた契約違反は，その契約のもとで相手方当事者が
期待する権限をもつものを実質的に奪うような不利益をその当事者に結果的に生
じさせる場合は，根本的である (A breach of contract committed by one of the parties is
fundamental if it results in such detriment to the other party as substantially to deprive him
of what he is entitled to expect under the contract)。」
79) Hongkong Fir Shipping Co [1962] 1 All E. R. 474, at 487 (Diplock L. J).
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